
 
 

 

 
 
 

あんしん相続通信

マネーコンシェルジュ税理士法人 

ビジネスサクセション株式会社 
【住所】 〒530-0054 大阪府大阪市北区南森町2-1-29 三井住友銀行南森町ビル3Ｆ  

〒107-0052 東京都港区赤坂8-13-19 インペリアル赤坂1番館512号 

【電話】 0120-516-264／06-6450-6990 
【FAX】 06-6450-6991 
【メール】 info@money-c.com 
【HP】 https://www.money-c.com/gyoumu/souzoku.htm 
【担当者】 今村 仁／村田 直／木下 洋子／今村 京子 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

目次 
 

相続税の3つの節税対策 

対策 1：生前贈与の活用 

対策 2：財産の組み換えによる評価額引下げ 

対策 3：財産の分割方法の工夫 

  

相続税とは、「被相続人の残した財産」に対して

課される税金です。 

つまり、被相続人が残した財産が少なければ、

当然ながら相続税は減少します。 

1. 相続税の節税対策  

「生前贈与の活用」 

 

2. 相続税の節税対策  

「財産の組み替えによる評価額引下げ」 

 

3. 相続税の節税対策  

「財産の分割方法の工夫」 
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相続税の節税対策 



 

 

 

 

（１）暦年課税制度の活用 

受贈者単位で、年間 110 万円までの贈与は非課税となります。受贈者を子供や孫など 

複数にして、長い年月で行うと、多額の相続税節税となることがあります。 

 

注意①：受贈者側が贈与を認識していない場合などは、贈与として認められない場合がありま 

す。 

注意②：『毎年 100 万円を 10 年間贈与する』と贈与者と受贈者が約束した場合、1 年ごとの 

贈与ではなく約束した年に 100 万円×10 年＝1,000 万円の贈与があったとみなさ 

れる場合があります。 

（２）相続時精算課税制度の活用   

60 歳以上の親や祖父母から 18 歳以上の子や孫に対する贈与が対象で、累積贈与額

（本制度の基礎控除額 110 万円控除後）が 2,500 万円まではいったん無税で贈与が 

行え、超えると一律 20％の税率となります。 

 

注意③：相続時精算課税制度を選択後、同じ贈与者からの贈与財産については暦年課税制度は 

適用できません。 

（３）教育資金の一括贈与制度の活用 

父母や祖父母からの教育資金贈与について、受贈者 1 人当たり原則 1,500 万円まで 

無税で贈与が行えます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意④：贈与者の相続が発生した時、受贈者の未利用残額は相続財産とみなされ 

相続税の課税対象となることがあります。 

注意⑤：教育資金口座の契約終了時に未利用残額がある場合、贈与財産と 

みなされ贈与税の課税対象となることがあります。 

  

 

 1.  相続税の節税対策 ‐生前贈与の活用‐ 

相続税とは、「被相続人の残した財産」に対して課される税金です。 

税金を支払うのは、相続人です。 

ということは、被相続人が残した財産が少なければ、当然ながら相続税は減少します。 

贈与 



 

 

 

 

 

 

（１）現預金を生命保険金に組み替え 

生命保険金には、「500 万円×法定相続人の数」まで非課税枠があります。 

そこで、生前に生命保険に加入し、結果的に現預金を生命保険金に組み替え出来れば、 

相続税の節税となります。 

 

 

 

 

（２）現預金を不動産に組み替え 

相続税における土地の評価は、概ね時価の 8 割とされています。 

また、相続税における建物の評価は固定資産税評価で行われ、概ね建築

価格の 5 割以下になることが多いです。 

つまり、生前に現預金を不動産に組み替え出来れば、ケースによっては

大幅な相続税の節税となることがあります。 

※更地に賃貸用物件を建築した場合、相続税評価額を更に圧縮できます。 

 

 

 

 

 

 

（１）配偶者の税額軽減制度の活用 

配偶者が取得する財産には、下記のいずれか多い方が非課税となります。 

① 1 億 6,000 万円 

② 配偶者の法定相続分（通常は 1/2） 

（２）小規模宅地等の特例 

配偶者や同居相続人などが居住用財産を取得した場合等は、 

その居住用財産等が最大約 8 割引きとなります。 

 

 

 

相続のご相談は、このあんしん相続通信読者の方に限り、初回面談は無料で対応させて頂いています。 

お気軽にご相談下さい。  

担当：今村 0120-516-264 imamura@money-c.com 

2. 相続税の節税対策 ‐財産の組み替えによる評価額引下げ‐ 

3. 相続税の節税対策 ‐財産の分割方法の工夫‐ 

被相続人が残した財産の評価額が下がれば、結果的に相続税は減少します。 

財産を誰が取得するかで、相続税が大幅に変わることがあります。 



 

 

 
 


